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国や東京都の動向について 

 

 

１ 国の動向 

(1) 「地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会議 中間取りまとめ」（令和６年 

１２月１８日）より抜粋 

 

ア 地域クラブ活動の在り方 

・地域クラブ活動においては，学校部活動が担ってきた教育的意義を継承・発展させつつ，新た

な価値を創出することが重要。 

・地域クラブ活動の具体的な実施形態や活動内容等は多様な形があり得る。地域の実情等にあっ

た望ましい在り方を見出していくことが重要。 ⇒ 調布モデルの検討 

・民間のクラブチーム等との区別や質の担保等の観点から，地域クラブ活動の定義・要件や認定   

主体，認定方法等を国として示す必要。 

 

イ 地域全体で連携して行う取組の名称 

改革の理念や地域クラブ活動の在り方等をより的確に表すため，「地域移行」という名称は， 

「地域展開」に変更。 

※地域クラブ活動の実施に当たっては，地域に存在する人的・物的資源（学校の体育・スポー 

ツ・文化施設を含む）を活用しながら，学校との連携を図ることが必要。 

 

ウ 今後の改革の方向性（改革の進め方） 

・休日については，次期改革期間内に，原則，全ての学校部活動において地域展開の実現を目指す。 

    ※「次期改革期間」：＜前期＞令和８～１０年度⇒中間評価⇒＜後期＞令和１１～１３年度 

・平日については，次期改革期間の前期において，先行して地域展開等を進めている地方公共団

体の実践例等を踏まえ，活動の在り方や課題への対応策の検証等を行った上で，中間評価の段 

階で改めてその後の取組方針を定め，更なる改革を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 

＜調布市の推進目標＞ 

・令和９年度以降，可能な限り早期に，全ての休日部活動において地域連携か地域移行を実施し，生徒が地域

人材等による技術指導を受けられている。 

・平日部活動について，後期計画期間（令和９年度～１２年度）において地域移行に向けた検討や体制整備の

取組を進め，令和１２年度以降，可能な限り早期に地域連携か地域移行を実施。 
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(2) 「部活動改革に伴う学習指導要領解説の一部改訂」（令和６年１２月）より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドラインに係るフォロ

ーアップ調査結果（速報値）」（令和６年８月）より抜粋 ※運動部対象 

  ア 調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 協議会・推進計画の整備状況 
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ウ 休日及び平日の部活動の地域連携・地域移行の動向（部活動数） 

＜休日＞※令和８年度までに，３１，８７４部活動（６８％）が地域連携又は地域移行を予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平日＞※令和８年度までに，１１，０７４部活動（３９％）が地域連携又は地域移行を予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  エ 地域クラブ活動の課題 上位４つ（回答数） 
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  オ 部活動指導員の必要性（部活動指導員の任用実績／予定人数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 東京都の動向 

(1) 学校部活動の地域連携・地域移行の背景や都の推進目標等を学校関係者や地域関係者等へ広く周 

知し，理解促進を図るためのリーフレットやニュースレターを発行。 

 

＜参考＞「未来へつなぐ部活動改革リーフレット（地域関係者用）」（令和６年６月２８日発行） 
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(2) 都内公立中学校に在籍する生徒及びその保護者，都内公立中学校に所属する教員の意識を把握し， 

部活動の地域連携・地域移行に関する施策を推進する上での基礎資料を得るためのアンケートを実施。 

また，アンケートの集計結果を市区町村へ展開。 

 

  ＜参考＞「未来へつなぐ部活動改革アンケート集計結果」（令和６年８月）より抜粋 ※生徒対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

○調査の概要 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○調査の概要 

・日程：令和６年７月２日～７月３１日 

・対象校：公立中学校，公立義務教育学校，公立中高一貫教育校 ６２２校 

・対象者：中学校第２学年の生徒及びその保護者，中学校第２学年相当学年の生徒及びその保護者，対象校の教員 

・回答状況：回答人数 ３７，６３２人／回答率 約２２％ 

      ＜内訳＞ 

      ・生 徒：回答人数 ２１，５２２人／回答率 約２８％ 

      ・保護者：回答人数 １１，５１８人／回答率 約１５％ 

      ・教 員：回答人数  ４，５９２人／回答率 約２７％ 
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(3) 公益財団法人東京都教育支援機構（ＴＥＰＲＯ）に委託し，都立中学校等の休日の学校部活動に 

おいて，外部事業者と学校が連携して行う地域クラブ活動を試行実施し，学校部活動の地域連携・

地域移行の在り方を検証。主な検証事項は，地域団体と学校との連携，外部委託による教員の負担

軽減，地域クラブ活動における指導者の質の確保等。 

 

＜参考＞都主催「部活動の地域連携・地域移行シンポジウム」（令和６年９月２２日開催）資料より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


